








































































































































































































　現存する法益侵害の危険を消滅させるには 2 つの方法がある。第 1 に、例
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という過去の事実ではなく、法益侵害の
危険にさらされている
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場合（障害未遂）も、危険性が消滅して










4 4 4 4 4 4 4
という点では
なく、中止行為者が法益侵害の危険を消滅させた
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ことについて違法と評価される
という点では、構成要件段階において、中止未遂と障害未遂に対する違法評
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価が異なることはない。つまり、構成要件段階では、中止行為者自身が法益
侵害の危険を消滅させたということを違法減少、とりわけ結果無価値



























































































































































































































































































































（ 8 ）町野朔『刑法総論講義案Ⅰ〔第 2 版〕』（信山社、1995年）188頁、高山佳奈子
『故意と違法性の意識』（有斐閣、1999年）151頁、西田典之『刑法総論〔第 2 版〕』
（弘文堂、2010年）213頁、佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』（有斐閣、
2013年）107頁、 松原芳博 『刑法総論 〔第 2 版〕』 （日本評論社、 2017年）110頁など。
（ 9 ）例えば、山口厚『問題探究刑法総論』（有斐閣、1998年）223頁。
（10）この点については、本稿第 4 章第 1 節第 2 款第 1 項も参照。
（11）井田良『講義刑法学総論』（有斐閣、2008年）423頁、川端博『刑法総論講義
〔第 3 版〕』（成文堂、2013年）495頁、佐伯（仁）・前掲注（ 8 ）355頁など。
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場から　　」現代刑事法45号（2003年）36頁、中山研一『新版概説刑法Ⅰ』（成文
堂、2011年）202頁、曽根威彦『刑法原論』（成文堂、2016年）493頁など。







（19）島田聡一郎＝小林憲太郎『事例から刑法を考える〔第 3 版〕』（有斐閣、2014年） 
242頁〔小林憲太郎〕。もっとも、小林は、違法減少説をとるのであれば、「当初の
未遂犯の違法性が事後の中止により遡及的に減少することを解釈によって




























































（28）金澤・前掲注 （20） 92頁。仲道・前掲注 （17） 151頁は、 「このような思考方法
は、いわば未遂犯と中止犯との混合的包括一罪を認めるという方向性を示唆してい

















































『刑法総論〔第 3 版〕』（成文堂、2016年）346頁、山口・前掲注（ 3 ）197頁など。
（46）曽根・前掲注（16）499頁。







































































































































（90）佐伯（仁）・前掲注（ 8 ）355頁、山口・前掲注（ 9 ）224頁。
（91）山中・前掲注（50）54頁以下。
（92）Christian Jäger, Der Rücktritt vom Versuch als zurechenbare Gefährdun-
gsumkehr, 1996, S 65.
（93）Jäger, a. a. O. （Anm. 92）, S.126f.
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（115）本稿第 2 章第 2 節第 2 款第 1 項参照。





















（125）本稿第 2 章第 3 節第 2 款第 3 項参照。
（126）ここでは、例えば、具体的に実行行為を行った回数が重要となる。傷害結果を



















場合に刑の免除が認められたのは、和歌山地裁昭和35年 8 月 8 日判決下刑集 2 巻 7
＝ 8 号1109頁、和歌山地裁昭和38年 7 月22日判決下刑集 5 巻 7 ＝ 8 号756頁の 2 件
のみである。
